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出版文化産業振興財団（JPIC）主な事業 2Page.

読みきかせサポーター講習会JPIC読書アドバイザー養成講座

上野の森 親子ブックフェスタ

マンガ感想文コンクール
●生涯学習事業

●交流協力事業 ●出版コンテンツの海外発信事業
翻訳・
寄贈業務

東京大商談会・BOOK EXPO
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10代から 20代の読書普及を目的に作成をしている
『はたちの20冊』



街の本屋さんを元気にして、日本の文化を守る議員連盟
 2022年4月 書店議連（自民党議連）の出版界窓口をJPICが担う

提言書中間報告 第一次提言

「経済財政運営と改革の基本方針 (骨太の方針)」

「国民の安心・安全と持続的な成⾧に向けた総合経済対策」
 2024年6月 書籍を含む文字・活字文化の振興や書店の活性化を図ると掲載

 2023年6月 出版業及び書籍・雑誌小売業などの産業構造転換等の支援
文化芸術・スポーツの振興に「書籍を含む文字・活字文化」と掲載

 2022年12月  2023年4月
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 2024年11月 2025年春までに、書店活性化プラン（仮称）をとりまとめる。図書館と書店
等の様々な関係機関との連携協働を促進し、人と人、人と情報をつなぐ地域
に根差した読書環境の整備を支援する。
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定価販売法出版物に適用
される軽税率

国民1人当たりの
文化歳出予算額人口文化歳出

予算額国

再販制度-899円1億2,431万人1,117億円日本

-標準20%に対し0%3,347円6,710万人2,246億円英国

-州により免税838円3億3,514万人2,846億円米国

あり 割引不可
電子も対象標準19%に対し7%4,353円8,448万人3,677億円ドイツ

あり 最大5%割引
電子は割引不可

標準20%に対し
書籍5.5% 雑誌2.1%9,812円6,804万人6,676億円フランス

あり 最大15%割引
電子も対象

標準10%に対し
非課税9,630円5,144万人4,954億円韓国

日本は対象6カ国中で文化歳出予算額が最も小さく、出版物は軽減税率の対象外

（出所）文化庁令和5年度諸外国の文化政策等に関する調査・研究／財務省諸外国における付加価値税の概要 2024.1／経済産業省国内外の書店の経営環境に関する調査 2023.10



書店活性化プランについて（6月10日発表）一部抜粋 11Page.

ここに整理した施策を推進することで、読書文化や文字・活字文化を振興し、出版業界全体のバ
リューチェーンにおける構造調整などを進めつつ、地域の文化拠点たる街の書店の活性化を図っ
ていくことが重要である。

引き続き、本プランを発表後も、各省連携により、継続的に見直し、必要な課題の整理や本プラ
ンのメニューの調整を行い、取り組みを進める。

なお、その上で、次に取り組むべき課題としては、既に書店がない自治体において、書店をいか
に新設・継続し、地域の教育力への貢献を果たしていくか、という点にある。
その際、地方創生交付金などの支援主体であり、公共図書館の運営者である市町村の首⾧の参画
が欠かせないことを書き添える。

今回取りまとめた『書店活性化プラン』は、書店活性化の課題の中で挙げた課題について、
Ⅰ．読書人口の減少や書店の魅力向上に関する課題
Ⅱ．地域における書店と図書館・自治体との連携の在り方
Ⅲ．業界慣行における課題
Ⅳ．経営における効率化・省力化に関する課題
Ⅴ．新規開店やキャッシュレス決済に関する課題

の5つに分類し、政府が単独又は民間と協力して取り組む施策を整理したものである。



“書店・図書館等関係者における対話の場” を実施
 2023年10月～2024年3月（計4回）

「図書館・書店等連携実践事例集」を公開
 2024年10月

文字・活字文化の振興 51百万円
１．読書のまちづくり推進事業

6箇所(自治体等)×6百万円＝36百万円
２．図書館・書店等連携促進に向けた調査研究 6百万円
３．障害者サービスの調査等 9百万円

「図書館・学校図書館の運営の充実に関する有識者会議」
の発足

令和6年度 補正予算
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「対話の場のまとめ」においては、「書店・図書館等が直面する現状と課題に対して、書店・
図書館等関係者が協力し、読者人口を増やすこと、すなわち「読者育成」を目指すことに
大きな意義があることを確認した。」として、書店・図書館等の連携促進方策を提案している。
それを受け、次の連携促進方策に取り組み、実証と検証・普及を推進する。

〇書店と図書館とのシステム連携
〇書店での図書館資料の受け取り・返却、図書館での書籍販売等
〇「図書館本大賞」（仮称）の創設
〇実践事例の収集・普及

「書店と図書館員が学び合える研修機会」を設ける（案）も

本協議会は総合的な意見交換と方向性を決定する「全体会」と新たに発足させるワーキング
チーム、連携を頂ける自治体をもって構成する。
なお、「ワーキングチーム」はテーマごとに実務担当者を中心として構成し、実践・検証を行
うこととする。
協議会の庶務は、日本図書館協会及び出版文化産業振興財団が共同して処理する。



Ⅰ．書店在庫情報プロジェクト

・読者の活動地域の店頭在庫の検索を通じて、書店に足を運ぶ読者を増やす

・書店の規模やシステム対応の可否などに関わらない店頭在庫の開示を目指す

・出版社のHPなど様々なウェブサイトから地域書店での本の購入可能性を高める

・本を紹介するサイト、ブログでのネット書店以外の店頭在庫確認を促進する

・図書館システムとも連携し、図書館での貸出待機者へ地域の書店在庫を知ら

せることで読みたい時の読書の機会を増やす

・常に読者・購入者視点で欲しい本が近くにあることの表示を可能にする
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自店在庫情報を自力でアップロード方法

Phase.1Ⅰ．アップロードする銘柄の決め方
①全国の売上ランキングや販売会社のランキングから抽出する
②自店の売上ランキングから抽出する。
③近隣の図書館の予約上位や貸出上位から抽出する。

Phase.2
拡大フェーズ
2025年1月～2025年12月

Phase.3
最終モデルリリース
2026年1月～

Ⅱ．アップロードの方法
①「在庫あり」のみ表示する場合は以下のアドレスに在庫銘柄

のISBNを送る。
②「在庫あり」「在庫僅少」を表示する場合は以下のアドレスに

在庫銘柄のISBNと〇△を送る。
＊フォーマットの指定はなし、①②の要件が含まれていれば自社

システムから抽出できるデータをそのままで構わない。

URL：https://info.openbs.jp/upload
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令和7年度 予算
地域が有する文字・活字資源を活用した特色のある取組を支援

40百万円
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■具体的な施策
Ⅴ－① 書店を活用した地方創生の取組への支援

地方がそれぞれの特性に応じた発展を遂げることができるよう、日本経済成⾧の起爆剤としての
大規模な地方創生策を講ずるため、新しい地方経済・生活環境創生交付金により、地域の書店を
含む商店街や中心市街地の活性化の取組など、地方公共団体の自主性と創意工夫に基づく、地域
の多様な主体の参画を通じた地方創生に資する地域の独自の取組を支援する。
【内閣官房新しい地方経済・生活環境創生本部事務局】

「商店街等売上回復支援事業費補助金」を活用
商店街及び協同組合等が実施する売上回復のための
イベント開催等の事業に要する経費
・補助率：予算の範囲内において、補助対象経費3／4以内
・補助上限額：事業協同組合等 上限200万円

熊本県書店商業組合様「プレミアム図書券」
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宮崎 NEWS WEB

宮崎市 ６月から１８歳以下の子ども全員に図書カード配布へ

物価高騰の影響が続く中、宮崎市は、家庭の経済的な環境に関わらず、読書に親
しんでもらおうと、ことし６月から市内の１８歳以下の子どもたち、６万人余り
全員に１人５０００円分の図書カードを配布することになりました。

これは、宮崎市が物価高騰による家計への影響が⾧引いているため、生活の支援
と経済対策の一環として行うもので、今年度の予算におよそ３億６０００万円の
事業費を計上しています。

対象は、市内に住む０歳から今年度１８歳になる子どもたちおよそ６万３７００
人で、１人５,０００円分の図書カードを配布します。

市子育て支援課は「物価高の中、生活必需品の購入に手いっぱいで、本を購入で
きない家庭もあると思う。子どもたちが継続的に本を読めるよう支援したい」と
しています。
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主 旨

１「書籍購入業務」と「購入書籍への装備作業」は切り分けて、別々の契約と
して頂く事をお願い致します。

２書籍購入は、地域書店を優先し、地域経済への貢献を図るとともに、出版社
が定めた再販売価格（定価）での購入をお願い致します。

３購入した図書の装備作業については、地域の福祉施設への業務委託を積極的
に推進し、障害者雇用促進や地域福祉の向上に貢献できるよう努めて頂く事
をお願い致します。

熊本市立図書館の書籍購入方法に関する請願

2024年12月3日
ほぼ満票で採択
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